
令和５年２月１日 

川越市文化創造インキュベーション施設運営支援業務委託 

公募型プロポーザル 

質問回答書 

 

No 質問の内容 質問項目 回答 

1 連合体を組成する場合、各社そ

れぞれに提出が必要な書類はあ

りますでしょうか 

実施要領 P3 

６⑴ 

連合体を構成する法人ごとに提出が必

要な書類は、財務諸表のみとなります。 

なお、業務経歴書については、構成員を

含めた経歴のうち、本業務に類似した

業務を記載するものとし、すべての構

成員の経歴を記載する必要はありませ

ん。 

2 連合体を組成し、川越市競争入

札参加資格名簿に記載のない企

業が代表企業及び構成員のうち

一部である場合、当該企業のみ

が様式 A から E を提出する理解

でよいでしょうか。 

実施要領 P3 

６⑴ 

ご理解のとおりです。 

3 連合体を組成する場合、財務諸

表は全ての構成員が提出するで

しょうか 

実施要領 P3 

６⑴⑤ 

財務諸表は、すべての構成員のものを

提出してください。 

4 財務諸表は何を提出すればよい

か。 

実施要領 P3 

６⑴⑤ 

決算書を提出してください。 

5 企画提案書の本文等に使用する

文字の大きさに制限はないと考

えてよろしいでしょうか。 

実施要領 P5 

９ 

10.5 ポイント以上で作成してくださ

い。ただし、脚注についてはその限りで

はありません。 

6 連合体を組成する場合に記入す

る事業者名は、代表企業名と連

合体名どちらでしょうか 

様式１ 

参加申込書 

事業者名は、連合体名を記載してくだ

さい。 

所在地・代表者職氏名・事業者概要は、

代表となる法人情報を記載してくださ

い。 

7 連合体を組成する場合に代表企

業ではなく構成員に所属するも

のを連絡先とすることは可能で

しょうか 

様式１ 

参加申込書 

可能です。 

その場合は、担当部署欄に法人名、連絡

先欄に担当者情報を記載してくださ

い。 

なお、様式７も同様です。 

8 連合体を組成する場合に記入す

る事業者名は、代表企業名と連

合体名どちらでしょうか 

様式３ 

誓約書 

事業者名は、連合体名を記載してくだ

さい。 

所在地・代表者職氏名は、代表となる法

人情報を記載してください。 



令和５年２月１日 

9 連合体を組成する場合に記入す

る事業者名は、代表企業名と連

合体名どちらでしょうか 

様式７ 

参加届出書 

事業者名は、連合体名を記載してくだ

さい。 

所在地・代表者職氏名は、代表となる法

人情報を記載してください。 

10 記入欄が不足する場合、2枚以上

にわたって記載してもよいでし

ょうか 

様式８ 

実施体制調書 

可能です。 

11 見積書に様式外の内訳書を別添

することは認められますでしょ

うか 

様式１２ 

見積書 

様式１２（見積書）を作成したうえで、

添付することは可能です。 

12 経営規模等総括表の保育従事職

員数は何を記載すればよいか。 

様式Ｃ 

経営規模等総

括表 

空欄で提出してください。 

13 本事業の目的となる利用対象者

には「創造的活動に係る事業を

開始しようとする者／開始後５

年以内のもの」とありますが、

具体的に支援していきたい利用

者像はありますか。 

仕様書 P3 

６⑵① 

川越市文化創造インキュベーション施

設条例を踏まえ、本施設の利用終了後

に市内において創造的活動に係る事業

を実施しようとするものを対象として

いることから、地域の資源を生かしな

がら、新たな視点や発想を融合させて

価値を創出する活動を行う方を想定し

ています。具体的な分野は設定してい

ません。 

14 創造的活動室は、照明の増設や

造作など、運営者や入居者側に

よる原状回復前提での改修は可

能ですか。 

仕様書 P3 

６⑵① 

市指定文化財であるため、現状変更す

る場合は、その内容ごとに協議を行っ

たうえで、川越市教育委員会の許可を

得る必要があります。このため、基本的

に、建物自体（床・壁・天井等）に損傷

を与えるような改修は行えないものと

ご理解ください。 

なお、既存のダクトレールへの照明の

追加は可能です。 

15 創造的活動室の利用料金や条件

面の変更は運営者によって実施

できますか。（例えば、西棟側

の2室セット貸し等） 

仕様書 P3 

６⑵① 

川越市文化創造インキュベーション施

設条例で定められた事項（１室あたり

の使用料など）の変更はできませんが、

２室を１事業者が使用することの検討

は可能です。 

16 創業的活動室の利用料をイベン

ト開催等の費用に充てることか

可能か。 

仕様書 P3 

６⑵① 

創造的活動室の使用料は、行政財産使

用料として、創業支援施設利用者から

市に納付されるものであることから、

イベント開催等の費用に充てることは

できません。 
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17 川越市（あるいはその近隣も含

め）に、現に創造的活動に係る事

業を実施しているものが、どれ

くらいいるのでしょうか（把握

されている範囲で教えてほし

い） 

仕様書 P3  

６⑵① 

数字として把握しているものはありま

せん。 

18 共用作業室の想定用途と利用料

金の設定はありますか。 

仕様書 P3 

６⑵② 

共用作業室は、創業支援施設利用者が

創造的活動室では困難な作業を行う室

としており、その作業内容は、近隣に迷

惑のかからない範囲での作業であれば

可能です。 

なお、共用作業室の使用料については、

創造的活動室の使用料に含まれること

から、新たに使用料は発生しません。 

19 カフェ等の交流スペースも含め

てイベントを開催することは可

能か。 

仕様書 P4 

６⑵⑧ 

交流スペースの運営者と協議したうえ

で、イベントを開催することは可能と

考えています。 

20 カフェスペースの運営の公募時

期および運営会社の決定はいつ

頃でしょうか 

仕様書 P4 

６⑵⑧ 

令和５年秋以降に公募を予定していま

す。 

21 交流スペースは別途事業者の運

営が想定されているとのことで

すが、「交流スペースを活用し

た市民等が来場しやすい環境づ

くり」という記載もあり、運営

における役割の分担の想定はあ

りますか。 

仕様書 

P4 ６⑵⑧ 

及び 

P6 ９-１⑵② 

交流スペースは、カフェや創業支援施

設利用者に関連した商品の販売の場と

して、別途公募等により決定した民間

事業者が運営することを想定していま

すが、要件を含む具体的な内容につい

ては令和５年度に本業務受注者と協議

のうえ決定します。このため、より効果

的な活用方法がある場合は、中庭空間

と合わせて企画・実施していただくこ

とになります。 

22 中庭空間の第2期工事における

仕上げイメージについて開示可

能であれば教えていただきたい

です。（どのような舗装か・植

栽等設置の予定はあるか等） 

仕様書 P4 

６⑵⑨ 

現時点で決定していません。令和５年

度に工事を発注する予定です。 

イメージについては、コンセプトブッ

クのパースを参照してください。 

23 中庭や交流スペースを本施設の

趣旨に合致することを前提に一

般に貸し出しすることを想定し

ているか。その場合の予約管理

等、施設運営のためのレンタル

スペース管理システムを構築す

仕様書 P4 

６⑵⑨ 

中庭や交流スペースは、本施設の趣旨

に合致する内容であれば、創業支援施

設利用者の利用を妨げない範囲で使用

することも可能です。ただし、行政財産

使用許可の対象となるため、その都度

市による審査が必要です。 
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る必要はあるか。必要な場合、費

用負担や構築したものの資産帰

属はどうなるか。 

また、貸し出すことを目的としたスペ

ースでないことから、市としてはレン

タルスペース管理システムの構築は想

定していません。 

24 市指定文化財であるが、イベン

ト開催に際し飲食を伴うものと

しても良いか。 

仕様書 P4 

６⑵⑨ 

本施設の趣旨に合致する内容であれ

ば、前庭や中庭空間での飲食を伴うイ

ベントの開催は可能です。 

25 クリエーターの施設利用時間が

午後 10時までで、施設管理者の

駐在時間が原則午後 6 時までだ

が創業支援施設の個室の施錠は

利用者（クリエーター）に任せて

よいのか。 

仕様書 P4 

７ 

仕様書 P7 

９－１⑹③ 

仕様書 P8 

10⑵ 

ご理解のとおりです。 

26 リサーチ支援プログラム」「事業

化支援プログラム」 

「ネットワーク支援プログラ

ム」の具体的なイメージ・詳細情

報はありますか。(コンセプトブ

ック P15 に記載されている以上

の情報） 

仕様書 P5 

９－１⑴ 

 

コンセプトブ

ック P15 

現段階では、コンセプトブック以上の

具体的な情報はありません。 

 

27 基本的には提案の範疇になると

思われるが、市として創業支援

業務のリサーチ支援プログラム

や事業化支援プログラムネット

ワーク支援プログラムの具体的

なイメージはありますでしょう

か。 

仕様書 P5 

９－１⑴ 

現段階では、コンセプトブック以上の

具体的な情報はありません。 

 

28 イベントを一部有料とし、イベ

ント開催費用に充てることは可

能か。 

また、他団体からの協賛等を得

ても良いか。 

仕様書 P5 

９-１⑴ 

イベントの開催は、本施設の趣旨に合

致する内容であれば、創業支援施設利

用者の利用を妨げない範囲で行うこと

が可能です。その際の実費に相当する

額の参加費であれば徴収は可能と考え

ています。 

また、協賛等を得ることは可能ですが、

本業務委託との経理区分を明確にした

うえで実施が可能です。 

なお、事前に市と協議が必要です。 

29 「金融機関や市内事業者、その

他関連の有資格者等と連携した

協力体制を構築」とのことだが、

体制構築のイメージを例示して

仕様書 P5 

９－１⑴③ 

体制構築については、提案を求めてい

ます。 

なお、連携する関係機関は川越市内の

事業者に限られるものではありませ
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ほしい。また、連携する関係機関

は川越市内の事業者に限られる

のか。 

ん。 

30 「地域連携の関する業務」に関

して行わる事業の企画・実施に

係る費用は、委託料の範囲か。 

仕様書 P5 

９－１⑵ 

①-③ 

ご理解のとおりです。 

31 イベント・企画の実施にあたっ

て、面戸内での開催時期や開催

回数の制約はあるのか（想定さ

れている回数等あれば聞きた

い） 

仕様書 P5 

９－１⑵ 

現段階では、開催時期や回数等の規定

は設けていません。 

32 イベント等の実施に際して、材

料費や飲食が提供された場合の

飲食費について、受益者負担と

認められる程度の参加費を参加

者から徴収してよいか。また、徴

収する場合に徴収した資金を委

託事業の事業費に上乗せして使

用することは可能か。 

仕様書 P6 

 

材料費や飲食費など、実費に相当する

額の参加費であれば徴収は可能と考え

ています。 

なお、その場合の費用の取り扱いにつ

いては、事前に市と協議のうえ、本業務

受注者の責任において管理を行ってく

ださい。 

33 施設のブランディングにあた

り、市の広報誌や WEB サイトの

活用は可能か。またパンフレッ

トを配布する際の媒体として市

の施設の活用は可能か（その際

の媒体費用は委託費に含まない

と考えてよいか） 

仕様書 P6 

９－１⑷ 

本業務委託では、市広報や市 WEB サイ

トとは別に本施設専用 WEB サイトの作

成を想定しており、その費用は委託費

に含まれます。 

なお、市広報や市 WEBサイトへは、必要

に応じて掲載が可能であり、費用は原

則として市の負担となります。 

また、市の施設等において、配布用とし

てパンフレットを置くことも可能で

す。 

34 特設ページ等を作った際、市の

サーバーを利用することができ

るか？ 

仕様書 P6 

９－１⑷ 

市のサーバーを利用することはできま

せん。 

市 WEB サイト等に特設ページのリンク

を貼り、誘導することを想定していま

す。 

35 一般公開時間帯以外、創業支援

施設利用者の在館時間帯（17-22

時）に委託事業者職員が常駐勤

務することは必要か。 

仕様書 P8 

10 

原則として、一般公開日の午前９時か

ら午後６時までは本業務受注者の常駐

が必要です。 

36 統括ディレクターは常駐が原則

か。 

仕様書 P8 

10⑴ 

必ずしも統括ディレクターの常駐は求

めません。 

なお、仕様書「10 人員体制」の「⑷ そ
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の他」記載事項にご留意ください。 

37 成果指標について、市として設

定する KPI、KGIはあるか。また、

期待する指標があればご教示く

ださい。 

仕様書 P10 

12 ⑴ 

現時点では、具体的な KPI、KGIは設定

していませんが、令和５年度に設定す

る予定です。 

38 パンフレットの印刷に際して、

文化財の周知と当施設や事業の

紹介を併記した場合、印刷費は

市が負担すると考えてよいか。

また、市が負担する場合に、負担

の上限額等の想定はあるか。 

仕様書 P10 

13⑴ 

ご理解のとおりです。ただし、市が文化

財周知用として想定しているパンフレ

ットは、Ａ４両面印刷程度のもので、市

の予算の範囲内で負担することとして

います。 

39 入居者利便施設の設置（自販機

など）などは設置しても良いか。

その際、設置費や収入の扱いは

どうなるか。 

該当箇所なし 現段階では設置を想定していません。 

なお、自動販売機などの設置を行う場

合については、行政財産の貸付による

契約となることが想定されます。 

40 業務の一環として、庁内他部署

からの業務受託や、外部機関か

らの協賛金の提供等を受けるこ

とは可能か。 

該当箇所なし 他の業務委託の実施や協賛金を得て事

業を実施することも可能です。ただし、

本業務委託との経理区分を明確にして

ください。なお、事前に市と協議が必要

です。 

 


